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都道府県医師会長殿

目本医師会長

　　　唐　澤　祥　人

療養の給付と直接関係ないサービス等の取扱いの一部改正について

　療養の給付と直接関係ないサービス等の取扱いにつきましては、平成

17年9月1目付け保医発第0901002号の厚生労働省保険局医療課長通知

により取り扱われているところであり、本件につきましては、平成17年

9月14目付け目医発第496号（保83）にてご連絡済みであります。

　今般、平成18年3月31目付け保医発第0331003号により、従前「療

養の給付と直接関係ないサービス等」として患者から費用徴収してよい項

目であった「患者の自己利用目的によるレントゲンのコピー代」が上記医

療課長通知から削除されましたことをご連絡申し上げます。

　これは平成18年度診療報酬改定において、「患者の視点の重視」から

セカンドオピニオン（主治医以外の医師による助言）を求める患者または

家族からの希望に基づき、診療に関する情報を提供することについて、診

療情報提供料（■）（500点）として新たに評価され、情報提供される

検査結果や画像診断に係る画像情報等が当該点数に含まれたためであり

ます。

　つきましては、貴会会員に周知方よろしくお願いいたします。

　なお、本件につきましては、都道府県医師会宛文書管理システムの「お

知らせ」ならびに日本医師会ホームページのrメンバーズルーム」に掲載

いたします。

（添付資料）

1．「療養の給付と直接関係ないサービス等の取扱いについて」の一部改

正について（平成18年3月31目保医発第0331003号厚生労働省保
険局医療課長通知）

2．療養の給付と直接関係ないサービス等の取扱いについて

　　　　　　　　　　　　（目医発第496号（保83）植松会長名文書）



保医発第0331003号

平成18年3月31目

地方社会保険事務局長
都道府県民生主管部（局）

　国民健康保険主管課（部）長

都道府県老人医療主管部（局）

　老人医療主管課（部）長

殿

厚生労働省保険局医療課長

厚生労働省保険局歯科医療管理官

「療養の給付と直接関係ないサービス等の取扱いについて」の

一部改正について

　今般、「診療報酬の算定方法」（平成18年厚生労働省告示第92号）が公布され、平

成18年4月1日より適用されることに伴い「療養の給付と直接関係ないサービス等の

取扱いについて」（平成17年9月1日保医発第0901002号）の一部を下記のとおり改

正し、同日より適用することとしたので、その取扱いに遺漏のないよう関係者に対し

て周知徹底を図られたい。

記

2の（5）のオを削る。



（参考）

2　療養の給付と直接関係ないサービス等

療養の給付と直接関係ないサービス等の具体例としては、次に掲げるものが挙げ

られること。

（5）その他

　ア　保険薬局における患家への調剤した医薬品の持参料

　イ　日本語を理解できない患者に対する通訳料

　ウ　他院より借りたフィルムの返却時の郵送代

　工　院内併設プールで行なうマタニティースイミングに係る費用

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　“　　　。　’　等
　　　」し：コ、



日医発第496号（保83）

平成17年9月14日

都道府県医師会長　殿

日本医師会長
　　植　松　治　雄

療養の給付と直接関係ないサービス等の取扱いについて

　療養の給付と直接関係ないサービス等に係る患者からの費用徴収につきましては，「保

険（医療）給付と重複する保険外負担の是正について」（平成4年4月8日老健第79号），

「厚生大臣の定める掲示事項，特定承認保険医療機関に係る厚生大臣の定める療養及び厚

生大臣の定める報告事項」（平成6年3月厚生省告示第57号）〔平成14年3月31日廃止・

現r療担規則及び薬担規則並びに療担基準に基づき厚生労働大臣が定める掲示事項等」（平

成14年3月18日厚生労働省告示第99号）〕，および「保険医療機関等において患者から

求めることができる実費について」（平成12年11月10日保険発第186号）等により取り

扱われておりましたが，昨年のいわゆる「混合診療」をめぐる議論を踏まえ，平成16年

12月15日に厚生労働大臣と内閣府特命担当大臣との間で取りまとめられた「いわゆる「混

合診療」問題に係る基本的合意」において，「療養の給付と直接関係のないサービス等に

ついて，保険診療との併用の問題が生じないことを明確化する」こととされておりました。

　当該基本的合意に基づき，いわゆる「混合診療」に係る課題の1つとして，中医協診療

報酬基本問題小委員会において，厚生労働省ホームページを通じて患者から実費徴収が認

められるサービス等について意見募集を行い，寄せられた意見をもとに分類●議論して参

りました。

　今般，中医協総会（8月3日開催）における了承を受け・平成17年9月1日付保医発第

0901002号により，療養の給付と直接関係ないサービス等の取扱いについて明確化した通

知が発出されましたので，お知らせいたします。

　なお，今回，分類・議論した項目のなかで患者からの費用徴収の可否を明確にできなか

った項目については，中医協で引き続き検討することになっております・



　従来通知（「保険医療機関等において患者から求めることができる実費について」（平成、

12年11月10日保険発第186号））からの主な変更点の概要は下記の通りであります。

　あわせて，入院中の患者などすでに治療が開始されている患者からの費用徴収について

は，十分ご配慮下さい。

　なお，今回新たな通知が発出されたことに伴い，「保険医療機関等において患者から求め

ることができる実費について」（平成12年11月10日保険発第186号）は・平成17年8月

31日限りで廃止されております・

　つきましては，今回の改正内容に関して，貴会会員に周知くださるようお願い申し上げ

ます。

　また，本件につきましては，日本医師会ホームベージ（メンバーズルームー医療保険）

に掲載いたします。（平成17年9月1日付保医発第0901002号　1の（1）中・「（平成

14年3月8日保医発第0318001号）」とあるのは，「（平成14年3月旦日保医発第0318001

号）」の誤りであります。ホームページ掲載分については訂正済みであります。）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　言己

1．費用徴収する場合の手続について

　（1）　患者から徴収する費用については，社会的にみて妥当適切なものとすることを

　　　　明確化した。（平成17年9月1日付保医発第0901002号　1の（2）参照）

2．療養の給付と直接関係ないサービス等

　（1）　療養の給付と直接関係ないサービス等として，患者からの費用徴収が可能な場、

　　　　合の新たな具体例を追加し，次のとおり整理した。

　　　　①日常生活上のサービスに係る費用

　　　　②公的保険給付とは関係のない文書の発行に係る費用

　　　　③診療報酬点数表上実費徴収が可能なものとして明記されている費用

　　　　④医療行為ではあるが治療中の疾病又は負傷に対するものではないものに係る

　　　　　費用

　　　　⑤　その他

3．療養の給付と直接関係ないサービス等とはいえないもの

　（1）　療養の給付と直接関係ないサービス等とはいえないものとして・患者からの費

　　　　用徴収が認められない場合の新たな具体例を追加し，次のとおり整理した。

　　　　①　手技料等に包括されている材料やサービスに係る費用

　　　　②診療報酬の算定上，回数制限のある検査等を規定回数以上に行った場合の費

　　　　　用

　　　　③　新薬，新医療機器，先進医療等に係る費用



（添付資料）

1．療養の給付と直接関係ないサービス等の取扱いについて

　　（平成17年9月1日　保医発第0901002号厚生労働省保険局医療課長通知）



写．
保医発第0901002号

平成17年9月1目

地方社会保険事務局長
都道府県民生主管部（局）

　国民健康保険主管課（部）長

都道府県老人医療主管部（局）

　老人医療主管課（部）長

殿

厚生労働省保険局医療課長

厚生労働省保険局歯科医療管理官

療養の給付と直接関係ないサービス等の取扱いについて

保険医療機関等において保険診療を行うに当たり・治療（看護）とは直1獺連のな

いrサ＿ビス」又はr物」について、患者側からその費用を徴収することについては・

その適切な運用を期するため、r保険（医療）給付と重複する保険外負担の是正につ

いて」（平成4年4月8日老健第79号）、r厚生大臣の定める掲示事項・特定承言忌保険

医療機関に係る厚生大臣の定める療養及び厚生大臣の定める報告事項（「z成6年3月

厚生省告示第57号）、r保険医療機関及び保険医搬担当規則・）一部改正等に伴う実

施．ヒの留意事項について」（平成6年3月16目イ呆険発第26号）及び「保険医療機関等

において患者から求めることカ§できる実費について」（平成】2年11月101ヨ・保険発］86

号）において、その取扱いを示してきたところであるが・今般・下書己のとおり・その

取扱いを明確化することとしたので、その徹底につき・御配慮願いたい。

　あわせて、入院中の患者など既に治療が開始されている患者からの費用徴収につい

ては、保険医療機鵬に1一分な配慮を求めるよう・その1散底にっき・御酉己慮願レ’たい・

なお、r保険医療機関等において1舗から求めることができる実劃こついて」（平

成12年11月10日保険発第186号）は、平成17年8月311ヨ限り廃止する。

言己



1　費用徴収する場合の手続について

　　療養の給付と直接関係ないサービス等1こついては・社会保険医療とは別1こ提供さ

れるものであることから、もとより、その提供及び提供に係る費用の徴用又について

は、関係齢を遵守した上で、保険医療機関等と患者の同意に基づき行われるもの

であるが、保険医療機関等は、その提供及び提供に係る費用の微増又に当たっては・

　患者の選択に資するよう次の事項に留意すること・

（1）保険医麟関等内の見やすい場所、例えば、受付窓・・待合室等に奪用1敷収に

　　係るサービス等の内容及び料金につレ・て患者にとって分かりやすく翫しておく

　　こと．なお、掲示の方法については、rr療担規則及び薬担規則並Uミに療担基準

　　1こ基づき厚生労イ動大臣が定める掲示事項等』及びr選定療養及び特定麟費に係

　　る厚生労働大臣が定める医薬品等』の制定に伴う実施上の留意事項について」（平

　　成14年3月8日保医発第・318・・1号）第・の2（4）に示す掲示例によること・

（2）患者からの費用徴収が必要となる場合には・患者に対し・徴11又に係るサービス

　　の内容や料金等について明確かっ懇切こ説明し・同意を確認の上徴収すること・

　　この同意の確認は、徴収に係るサービスの内容及び端斗金を明示した文書に患遡

　　の署名を受けることにより行うものであること・ただし・この同意書による確認

　　は、費用徴収の必要が生じるごとに逐次　テう必要はなく・入院に係る説明等の際

　　1こ具体的な内容及び料金を明示した同意書1こより包括的に確認する方法で差し支

　　えなレ、こと．なお、このような場合でも、以後別途費用徴収する事項力§生じたと

　　きは、その都度、同意書により確認すること・
　　　また、徴収する費用については、社会的にみて妥当適切なものとすること・

（3隠者から費騰収した返湯合は、他の費用と区肌た内容のわかる領収証を発行

　　すること。

ω）なお、r保険（医療）給付と轍づ一る保険外鯉σ）是正について」及び「『療

　　　襯則及び薬撒貝ll並びに療担癬にユ1基づき離労働捕方期）る掲示事難』

　　　及びr齪搬及び特定翻髪費に係る磁労働大臣が定星）る縢1騰』0）縦に
　　　伴う魏」二の留〕意事項にノ）いて」に示したとおり・rお世話料」「方包設管理料」「雑

　　　費」等α）麟な網での費融収は鋤られなし・・）で・齢て臆されたいこと・

　2　療養の給付と直接関係ないサービス等

　　　搬。）給付と直接関係ないサービス名筆・）具体例としては・次に掲1ずるものが挙げ



られること。

（1）　日常生活上のサービスに係る費用

　ア　おむつ代、尿とりパット代、腹帯代、丁字帯代

　イ　病衣貸与代（手術、検査等を行う場合の病衣貸与を除く。）

　ウ　テレビ代

　工　理髪代

　オクリーニング代
　カ　ゲーム機、パソコン（インターネットの利用等）の貸出し

　キ　MD、CD、DVD各プレイヤーの貸出し及びそのソフトの貸出し

　ク　患者図書館の利用料　　等

（2）公的保険給付とは関係のない文書の発行に係る費用

　ア　証明書代
　　　　（例）産業医が主治医に依頼する職場復帰等に関する意見書、生命保険等に

　　　　　必要な診断書等の作成代　　等

　イ　診療録の開示手数料（閲覧、写しの交付等に係る手数料）

　ウ　外国人患者が自国の保険請求等に必要な診断書等の翻訳料　　等

（3）診療報酬点数表上実費徴収が可能なものとして明記されている費用

　ア　在宅医療に係る交通費
　イ　薬剤の容器代（ただし、原則として保険医療機関等から患者へ貸与するもの

　　とする。）　　等

（4）医療行為ではあるが治療中の疾病又は負傷に対するものではなレ’ものに係る費

　用

　ア　インフルエンザ等の予防接種

　イ美．容形成（しみとり等）

　ウ　ニコチン貝、当付剤σ）処方　　等

（5）そσ）他

　ア　保険薬局における患家への調剤した医薬品の持参料

　．イ　日本語を理解できない患者に対する通1訳料

　ウ　他院より借りたフィルムの返却時の郵送代

　工　院内併設ブールで行なうマタニティースイミングに係る費用

　オ　患者の自己利用口的によるレントゲンのコピー代　　等

3　療養の給付と直接1、1易係ないサービス等とはいえないもの



　療養の給付と直接関係ないサービス等とはいえないものとしては・具体的には次

に掲げるものが挙げられること。

（1）手技料等に包括されている材料やサービスに係る費用

　ア　入院環境等に係るもの
　　　　（例）シーツ代、冷暖房代、電気代（ヘッドホンステレオ等を使用した際の

　　　　　充電に係るもの等）、清拭用タオル代、おむつの処理費用、電気アンカ

　　　　　・電気毛布の使用料、在宅療養者の電話診療、医療相談、血液検査など

　　　　　検査結果の印刷費用代　　等

　イ　材料に係るもの
　　　　（例）衛生材料代（ガーゼ代、絆創膏代等）、おむつ交換や吸引などの処置

　　　　　時に使用する手袋代、手術に通常使用する材料代（縫合糸代等）、ウロ

　　　　　バッグ代、皮膚過敏症に対するカブレ防止テープの提供、骨折や捻挫な

　　　　　どの際に使用するサポーターや三角巾、医療機関が提供する在宅医療で

　　　　　使用する衛生材料等、医師の指示によるスポイト代、散剤のカプセル充

　　　　　填のカプセル代、一包化した場合の分包紙代及びユニパック代　　等

　ウ　サービスに係るもの
　　　　（例）手術前の剃毛代、医療法等において設置が義務付けられている相談窓

　　　　　口での相談、車椅子用座布団等の消毒洗浄費用、インターネット等より

　　　　　取得した診療情報の提供、食事時のとろみ剤やフレーバーの費用　　等

（2）診療報酬の算定上、回数制限のある検査等を規定回数以上に行った場合の費用

（3）新薬、新医療機器、先進医療等に係る費用

　ア　薬事法上の承認前の医薬品・医療機器（治験に係るものを除く。）

　イ　適1、赫外使用の医薬品（選定療養を除く。）

　ウ　保険適用となっていない治療方法（高度先進医療及び先進医療を除く。）　等

4　その他

」二訊が）3までに掲げる巽顕・）ほカ・、費用徴収する購σ）具備’1く」取扱いについ

ては、r保険（医療）鮒と重複づ一る保険外負担・）是正について」及び「『療担規

貝1』及び薬捌測」色びに療担劇艦艇・づき厚生労働大臣が勧る掲示事項等』及び『選

定療養及び特定療養費に係る厚生労働大臣が定める医薬品等』の制定に伴う実施上

の摺意事項について」を参考にされたい。

　なお、上記に関連するものとして、入院時や松葉杖等の貸与の際に事前に患者か

ら預託される金銭（いわゆるr預り金」）については・その取扱いが明確になって



レ、なカ、つたところであるが、将来的に発生することが予想さ易～る債権を適正に管理

する観点から、保険医療機関が患者からr預り金」を刃之める場合にあっては・当該

保険医療機関は、患者側一の＋分備報提供洞意の石崔認や内容・金額蒲算方法

等の明示などの適正な手続を確保すること。


